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旭化成元社員起訴事件の深掘りと今後の影響 

半導体材料の営業秘密流出（2026 年 10 月 27 日起訴・名古屋地検）――事実関係・法的論
点・企業実務への示唆 

2026 年 11 月 1 日 

Claude Opus 5.5 
凡例：本文中の上付き番号は文末の参考文献に対応する。「確認された事実」と「分析・推測」を区別して記載
した。被告は起訴段階であり、無罪推定が働く。 

要旨 

・ 事実：元旭化成社員の古川祥一被告（66）は、2018 年 11 月の退職時に、潜在性硬化剤「ノ

バキュア」の製造情報などが入った貸与媒体を返却しなかったとされる[1,2]。2024 年に中国

企業の関係者へ営業秘密をメールなどで送ったとして、名古屋地検が 2026 年 10 月 27 日、

不正競争防止法違反（営業秘密の開示）の罪で起訴した[3–5]。旭化成は流出先を山東聖泉新

材料股份有限公司と公表し、民事訴訟を予定している[2]。 

・ 動機：「知識豊富と示すため」は転職活動の自己 PR ではない。妻が設立した法人を通じて

コンサル契約を結んでいた中国企業に対し、専門家としての価値を示し、高額報酬と待遇を

保つためだったとの供述が報じられている[5–8]。 

・ 背景：営業秘密侵害事犯の検挙は 2025 年に 38 事件で、過去 10 年で最多になった[9]。中国

企業への技術流出で有罪となった例も続いている[10,11]。 

・ 示唆（推測）：最大の論点は、在職中の管理より「退職時の媒体・データの棚卸し」と「退

職者の顧問・コンサル化」への対処である。政府は営業秘密の国外流出防止と被害者救済の

制度見直しを検討しており[12]、海外流出の重罰化や証拠収集手続の強化が焦点になる。 

 

1. 事件の概要（確認された事実） 

項目 内容 出典 

被告 古川祥一（66）、静岡県富士市 [13] 

経歴 1984 年入社、2018 年退職（在籍約 34 年）。電子材料関連事業で

工場長、開発責任者などを歴任 

[1] 
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項目 内容 出典 

退職後 名古屋市の化学メーカーに勤務。内閣府のプロフェッショナル人材

事業に関わる人材だったと報じられている 

[1,13] 

漏えい情報 ①潜在性硬化剤（ノバキュア）の製造に関する情報（9 月 17 日逮

捕容疑） 
②半導体材料に関する別の情報（10 月 7 日再逮捕容疑） 

[1,2,14–16] 

手口 退職時に貸与の外付け HDD を返却せず持ち出したとみられる。逮

捕容疑の送信は 2024 年 9 月 13 日ごろ（メール） 

[1] 

流出先 旭化成は自社調査で、山東聖泉新材料股份有限公司への流出を確認

したと公表 

[2] 

捜査経緯 2024 年 8 月：転職先の化学メーカーが別件の漏えいを愛知県警に

相談 
2025 年 4 月：家宅捜索、押収 PC から旭化成の情報を確認 
2026 年 9 月 17 日：逮捕／18 日：送検 
10 月 7 日：再逮捕／10 月 27 日：起訴 

[1,3,14,17] 

契約関係 妻が設立した法人が漏えい先とコンサル契約を締結 [7] 

供述 「専門家として知識が豊富だと示したかった」「高額な報酬など待

遇の良さから、専門家としての地位を保ちたかった」 

[5,6] 

旭化成の対応 取引先資料・個人情報の流出はない。使用差止め・廃棄を求める民

事訴訟を予定。再発防止策（機密情報の特定・区分、アクセス権限

の見直し、退職予定者向けポリシーの厳格化、全役職員研修など）

を公表 

[2] 

 

「知識豊富と示すため」の意味 

供述の表現は報道で二通りある。NHK（20 時 25 分）、共同通信、時事通信、中京テレビは

「知識・経験が豊富だと示すため」と伝えた[3–5,18]。NHK（12 時 56 分）、朝日新聞、テレビ朝

日、CBC は「地位を保ちたかった」と伝えた[6–8,19]。両者をあわせて読むと、すでに結んでいた

コンサル契約の相手方に専門家としての価値を示し続け、報酬と待遇を維持する目的だったと理

解するのが整合的である。 

逮捕時点の報道には「再就職先で認められたかった」趣旨のもの[20]や、任意の調べでは容疑

を否認していたとの報道もある[1]。動機の認定は公判に委ねられる。 
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流出先企業 

上海証券取引所に上場する済南聖泉集団（証券コード 605589）の 2025 年年度報告は、用語定

義に山東聖泉新材料を掲げており、同グループに属する会社とみられる（出資比率は確認できな

かった）[21]。同報告は、先端電子材料（電子グレード PPO）の世界の生産能力が SABIC、三菱

ガス化学、旭化成など海外の少数企業に集中していると記述している[21]。 

【分析】同グループは電子材料の分野で旭化成などを先行企業と位置づけており、流出先は旭

化成の電子材料事業と競合し得る企業である。本件に関する同社のコメントは確認できなかった。 

2. 報道の突き合わせと未確定点 

・ 対象記事（時事通信、10 月 27 日 19 時 40 分）の本文は直接取得できなかった。検索結果の

見出しと他社報道で照合した[3]。 

・ 送信日は、逮捕容疑では 2024 年 9 月 13 日ごろとされる[1]。起訴内容の送信時期・手段の詳

細は、取得できた範囲では確認できなかった。 

・ 再逮捕容疑は「半導体材料に関する別の情報」と報じられている[14,16]。前回の調査報告では

感光性絶縁材料「パイメル」の情報としたが、今回取得できた報道・公式発表では製品名を

確認できなかった。 

・ 日経は、2 件とも同じ中国企業に流出したと旭化成が説明していると報じた（見出しのみ確

認）[15]。起訴状上の送信先企業名は報じられていない。 

・ 適用条文（第 21 条のどの項・号か）と、海外重罰規定の適用の有無は報じられていない。 

・ 旭化成の民事訴訟は、2026 年 11 月 1 日時点で提起の事実（日付・裁判所）を確認できなか

った。 

・ 被告は複数製品・複数企業の営業秘密を保管していたと報じられ、県警が捜査しているとさ

れる[1]。 

 

3. 適用法令の整理（分析を含む） 

・ 罪名：不正競争防止法違反（営業秘密の開示）[1,4]。保有者から営業秘密を示された者が、

媒体の横領・複製で領得し（第 21 条 2 項 1 号）、図利加害目的で任務に背いて開示する類

型（同 2 項 2 号）に当たるとみられる。条文は報道で確認できておらず、推測である。 
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・ 法定刑：10 年以下の拘禁刑もしくは 2000 万円以下の罰金、またはその併科。国外での使用

目的を知って開示するなどの海外重罰では、罰金上限が 3000万円になる[22]。2015年改正で

非親告罪化され[23]、不当収益の没収も規定されている（第 21 条 13 項等）[22]。 

・ 法人処罰：第 21 条 2 項各号の罪には法人両罰がない[22]。このため、本件で妻名義の法人を

処罰対象にするのは難しいとみられる（推測）。 

・ 「開示」で起訴された理由（推測）：2018 年 11 月の領得行為は、公訴時効（7 年）がすで

に経過しているとみられる。そのため、2024 年の送信行為（開示）を軸に立件したと考え

られる。持ち出しから時間が経っても、後の開示で刑事責任を問えることを示す点で実務上

重要である。 

・ 図利加害目的：公序良俗または信義則に反する形で不当な利益を図る目的をいい、経済的利

益か非経済的利益かを問わない[22]。「地位を保ちたかった」という供述も、高額報酬の維

持と結びつけば目的要件を満たすと評価される可能性が高い（推測）。 

 

4. 統計・調査の動向 

・ 警察庁：2025 年の営業秘密侵害事犯の検挙は 38 事件（前年 22 事件）、検挙人員 64 人、検

挙法人 6、相談受理 74 件だった。検挙事件数は 2016 年の 18 事件から増え、過去 10 年で最

多である。転職・独立時に営業秘密を持ち出す事犯が多いとしている[9]。 

・ IPA「企業における営業秘密管理に関する実態調査 2024」：過去 5 年以内の漏えい（疑い含

む）を認識した企業は 35.5%。漏えいルートはサイバー攻撃起因が最多で、内部者ルートも

上位を占める。不正持ち出し防止策を「特に何もしていない」企業が 28.2%だった[24]。漏え

いの発覚経緯は「第三者からの通知」「競合による自社情報の使用の発見」がともに 33.3%

と紹介されている[25]。 

 

【分析】本件の発覚の端緒は、被害企業ではなく被告の転職先からの相談だった[1]。旭化成自

身は流出を検知できておらず、IPA 調査の「偶然の発覚」と同じ構図である。 
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5. 類似事例との比較 

事件 構図 結果 

積水化学→中国企業 LinkedIn 経由で中国企業関係者が接触。

導電性微粒子の製造工程データを送信 
大阪地裁 2021 年 8 月 18 日：懲役 2

年・執行猶予 4 年・罰金 100 万円
[10,26] 

産総研・中国籍元研究

員 
フッ素化合物の合成技術をメールで中国企

業に送信（2018 年） 
東京地裁 2025 年 2 月 25 日：懲役 2

年 6 月・執行猶予 4 年・罰金 200 万

円[11,27] 

東芝→SKハイニックス 共同開発先の従業員が NAND 型フラッシ

ュメモリの機密情報を持ち出し 
元従業員は逮捕。民事は 2 億 7800 万

ドルで和解（2014 年 12 月）[28] 

ソフトバンク→楽天モ

バイル 
転職前に基地局などの技術情報を持ち出し 東京地裁 2022 年 12 月：懲役 2 年・

執行猶予 4 年・罰金 100 万円[29,30] 

2026 年の最新例 国内：設計データ約 30 万件を複製し中国

企業へ転職した元社員を広島県警が逮捕

（2 月） 
韓国：SK ハイニックス元社員による中国

への技術流出 

国内：捜査中[31] 
韓国：二審も懲役 1 年 6 月の実刑（8

月）[32] 

 

本件の特徴 

1. 在職中ではなく、退職から約 6 年後の開示である。 

2. 妻名義の法人を介した有償コンサル契約がある。 

3. 流出先が中国の上場グループ会社である。 

4. 半導体材料という経済安全保障上の重要分野である。 

5. 発覚の端緒が被害企業ではなく、別の転職先の相談だった。 

 

6. 法制度・政策の動向 

・ 2023 年改正（2024 年 4 月施行）：損害賠償額算定規定の拡充（第 5 条）、使用等の推定規

定の拡充（第 5条の 2、元従業員にも拡大）、国際裁判管轄（第 19条の 2）・準拠法（第 19

条の 3）の規定の新設などを行った[33]。日本国内で管理される営業秘密であれば、海外での
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侵害も日本の裁判所で争える道が広がった。ただし、中国での判決の承認・執行には大きな

壁があるとみられる（推測）。 

・ 次の改正議論：知的財産推進計画 2026 は、営業秘密について被害者の救済と国外への漏え

い防止の観点から制度のあり方を検討するとした[12]。産業構造審議会の不正競争防止小委

員会は 2026年 8月 27日の第 29回で検討を再開し、営業秘密の国外流出防止と被害者救済、

証拠収集手続の強化などが検討事項に挙げられたとされる[34,35]。具体的な改正内容は未決定

である。 

・ 経済安全保障：経済産業省の技術流出対策ガイダンスは、第 1 版（2025 年 5 月）で生産拠

点の海外進出と人を通じた技術流出への対策を示し、第 2 版（2026 年 4 月）で共同研究と

「すり合わせ」に伴う流出への対策を加えた[36,37]。セキュリティ・クリアランス制度（重要

経済安保情報保護活用法、2025 年 5 月施行）は政府が指定する情報が対象で[38]、民間の営

業秘密である本件には直接適用されない。ただし、半導体材料のような重要技術では、同等

の人的管理を取引先から求められる圧力が強まるとみられる（推測）。 

 

7. 今後の影響（分析・推測） 

本章はすべて筆者の分析・推測である。 

量刑の見通し 

本件には、国外流出、対価あり、複数回・複数製品という加重要素がそろう。一方で、供述を

認めている点や損害立証の難しさは軽減要素になり得る。類似事例の相場からは「拘禁刑 2〜3

年・執行猶予付き・罰金 100 万〜300 万円＋報酬の没収・追徴」が基本線とみられる[26,27,29]。た

だし、海外への技術流出に厳しい姿勢をとる国際的な流れ（韓国では二審でも実刑が維持された

例がある[32]）や、国外使用目的を重く罰する海外重罰規定の存在[22]を踏まえると、実刑の可能

性も否定できない。余罪で追起訴されれば、量刑はさらに重くなる。 

民事訴訟 

旭化成の提訴は使用差止め・廃棄が主眼である[2]。元社員個人からの回収は限られる。山東聖

泉への請求は、日本の判決の中国での執行が難しいため、第三国市場での差止めや取引先への警

告などを組み合わせることが鍵になる。2023 年改正の使用推定規定や国際裁判管轄の規定を活

用できるかも注目点である[33]。 
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企業実務への影響 

1. 退職時管理の「棚卸し」型への転換：貸与媒体の回収台帳、退職前のログの遡及レビュー、

個人ストレージへの書き出し制御（DLP）が標準になる。本件の起点は 2018 年の媒体未回

収であり、物理媒体と個人クラウドが盲点になりやすい。 

2. 退職者・OB との関係管理：定年後のシニア技術者が顧問・コンサルに就く動き（本件では

妻名義の法人）を把握する仕組みが必要になる。競業避止義務は有効性の基準が不明確なた

め、秘密保持義務と「開示先の届出」で補う形が現実的である。 

3. 採用側のコンタミネーション対策：本件の転職先は被害者でもあり、端緒の提供者でもあっ

た[1]。中途採用では、前職情報を持ち込まない誓約、私物媒体の申告、隔離期間の設定が欠

かせない。 

4. 人材流動化との両立：ジョブ型・中途採用・シニア活用の流れは止まらない。処遇と管理の

両面から設計することが求められる。 

5. 生成 AI・AI エージェント：本件は媒体とメールという古典的な手口だった。今後は、社内

ナレッジにつながった AI エージェントが機密を大量・高速に要約して引き出せる環境にな

る。エージェントの権限設計と、入出力ログの保全が重要になる。 

 

知財戦略への示唆 

製法・品質管理のノウハウは、特許化しても侵害の発見が難しいため、営業秘密として秘匿す

るのが合理的な領域である。ただし秘匿を選ぶ以上、人に紐づく暗黙知が流出するリスクを引き

受けることになる。次の三点の見直しを勧める。 

・ 製品から分析できる構成・用途は特許化し、製法・品質管理パラメータは秘匿するという、

オープン・クローズの境界線を再点検する。 

・ 先使用権の証拠化と、秘匿情報の「いつ誰に示したか」の記録を整える。 

・ 流出時に使用推定規定を活用できるよう、技術上の秘密を特定し、競合製品や公開特許の監

視体制を事前に整える。 
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8. 提言（知財・法務部門／経営層向け） 

1. 早期点検：過去 10 年の退職者（特に部長級以上の技術者）について、貸与媒体の回収記録

を照合する。未回収品があれば、回収または消去確認書を取得する。 

2. 退職プロセス：退職の申出時点でアクセス権を段階的に縮小し、直近のログを確認する。秘

密保持誓約書では対象情報を具体的に特定し、退職後一定期間の顧問・コンサル就任の届出

を求める。 

3. OB・シニアの活用：再雇用や社内顧問など、知見を社内で活かす正規のルートを用意する。 

4. 検知力の強化：DLP などの社内対策に加え、競合製品や特許出願の監視で外部の兆候をつ

かむ。 

5. 中途採用：入社時の誓約、私物媒体の申告、受け入れ部署の隔離ルールを文書化し、前職情

報の持ち込みを断った記録を残す。 

6. AI ガバナンス：社内 AI エージェントの権限を最小化し、機密区分ごとに参照を制御し、出

力ログを保存する。 

7. 有事対応：刑事告訴、民事（差止め・廃棄、国際裁判管轄の活用）、広報を一体化した対応

手順を整える。流出先の企業名、再発防止策、提訴予定を示した旭化成の初動公表は参考に

なる[2]。 

 

9. 留意事項 

・ 被告は起訴段階であり、無罪推定が働く。供述内容は捜査当局への取材に基づく報道で、公

判で争われる可能性がある。 

・ 多くの報道記事は本文を直接取得できず、検索結果の見出しと複数媒体の照合で確認した。

参考文献に確認状況を注記した。 

・ 起訴状の対象製品の範囲、適用条文、海外重罰の適用の有無、民事訴訟の提起の有無、山東

聖泉の反応は未確認である。 

・ 量刑・民事・政策に関する記述は、すべて筆者の分析・推測である。 
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